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ペルノックス移転のお知らせ 
 

 当社は、下記のとおり子会社ペルノックス株式会社の国内事業所（本社、開発センター、東京支

店および大阪支店）を移転することといたしましたので、お知らせいたします｡今回の移転は、平成

１８年６月より実施してまいりましたペルノックス本社、工場および開発センターの整備事業完了

にともなうものであります。また、東京支店は当社東京支店内へ移転し、大阪支店は当社本社内へ移

転することにより、当社とペルノックス株式会社のさらなる相乗効果の発揮と業務の効率化を目指す

ものであります。 

 

 

記 

 

本 社 ・ 工 場 

 

１． 新所在地    〒２５９－１３０２ 

神奈川県秦野市菩提８番地７ 

 

２． 新電話番号   ０４６３－８６－８０００（代表） 

 

３． 新ＦＡＸ番号  ０４６３－８６－８０２１ 

 

４． 業務開始日   平成１９年８月２７日（月） 

 

 

開 発 セ ン タ ー 

 

１．新所在地    〒２５９－１３０２ 

神奈川県秦野市菩提８番地７ 

 

２． 新電話番号   ０４６３－８６－８００１（代表） 

 

３． 新ＦＡＸ番号  ０４６３－８６－８０２２ 

 

４． 業務開始日   平成１９年９月１８日（火） 



 

 

 

東 京 支 店 

 

１．新所在地    〒１０３－００２３ 

東京都中央区日本橋本町３丁目７番２号 シオノギ本町共同ビル１０階 

 

２． 新電話番号   ０３－５６４５－３７８１（代表） 

 

３． 新ＦＡＸ番号  ０３－５６４５－３７８４ 

 

４．業務開始日   平成１９年１０月１日（月） 

 

 

大 阪 支 店 

 

１．新所在地    〒５４１－００４７ 

大阪市中央区淡路町１丁目２番２号 

 

２． 新電話番号   ０６－６２２７－０８７７（代表） 

 

３． 新ＦＡＸ番号  ０６－６２２７－０８６９ 

 

４．業務開始日   平成１９年９月２５日（火） 

 

 
以 上



[参考資料] 

 

ペルノックス株式会社 

所 在 地 ： 神奈川県秦野市菩提８番地７ 

Ｕ Ｒ Ｌ ： http://www.pelnox.com 

代表取締役社長： 谷奥 勝三 

会 社 設 立 ： １９７０年（昭和４５年）１月 

資 本 金 ： ６０百万円 

売 上 高 ： ５，１０６百万円（平成１９年３月期） 

主 要 株 主 ： 荒川化学工業株式会社（１００％） 

従 業 員 数 ： ９９名 

主な事業の内容： エポキシ樹脂、シリコーン樹脂等の合成樹脂および合成樹脂使用製品の製造 

ならびに販売 

沿 革 ： １９７０年（昭和４５年） １月 会社設立。横浜市戸塚区にてエポキシ樹脂製

品の製造・販売を開始。 

 １９７１年（昭和４６年） ７月 東京営業所開設。 

 １９７１年（昭和４６年） ８月 神奈川県秦野市に本社・秦野事業所を設置

し、戸塚工場を同所に移転。 

 １９７４年（昭和４９年） ６月 大阪営業所開設。 

 １９８５年（昭和６０年） ６月 南足柄市に技術センター・足柄事業所を設置

 １９９１年（平成 ３年）１０月 販売会社、台湾朋諾股 有限公司 

（台湾ペルノックス株式会社）を設立 

 １９９４年（平成 ６年） ４月 シンガポール駐在員事務所開設 

 １９９５年（平成 ７年）１０月 製造販売会社、日華朋諾股 有限公司 

（日本ペルノックス台湾）を設立 

 １９９５年（平成 ７年）１１月 シンガポール駐在員事務所を支店に昇格 

 １９９６年（平成 ８年）１１月 ＩＳＯ９００２認証取得 

 ２００２年（平成１４年）１１月 ＩＳＯ９００１認証取得 

 ２００３年（平成１５年） ９月 上海駐在員事務所開設 

 ２００３年（平成１５年）１０月 荒川化学工業株式会社が８５％の株式取得 

 ２００４年（平成１６年） １月 ＩＳＯ１４００１認証取得 

 ２００６年（平成１８年） ６月 本社、工場および開発センターのインフラ整

備事業着工 

 ２００６年（平成１８年） ９月 荒川化学工業株式会社が１００％子会社化 

 ２００７年（平成１９年） ４月 社名を「日本ペルノックス株式会社」から 

「ペルノックス株式会社」に変更 

 ２００７年（平成１９年） ７月 本社、工場および開発センターのインフラ整

備事業完工 

 


